別紙１
番　　　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　             平成　　年　月　　日
厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部
障害福祉課障害児・発達障害者支援室長　　殿
　　　　　
　　　　自治体名　
職　　名
                                           　  氏名          　　　　　　　印
平成28年度重症心身障害児者支援体制整備モデル事業の応募について
標記について、次の関係書類を添えて応募します。
１）重症心身障害児者支援体制整備モデル事業実施計画書（別紙２）
２）重症心身障害児者支援体制整備モデル事業所要額内訳書（別紙３）
　　　

３）事業実施スケジュール表（別紙４）
４）（団体等に委託する場合）委託先団体等の概況書（別紙５）

別紙２
重症心身障害児者支援体制整備モデル事業実施計画書
	自 治 体 名
	

	（団体等に事業の全部又は一部を委託する場合）

	委託する範囲
	全部　・　一部（　　　　　　　　　　　　　部分）

	団 体 等 名
	


	国庫補助所要額
	　　　　　　　　　千円　（「別紙３　所要額内訳書」の額と一致）

	事業実施予定期間
	平成２８年　　月　　日　　から　平成　　年　　月　　日

	協議の場の構成メンバー及び活動方針
	

	スーパーバイザーの

人数、職歴、資格等
	

	自治体における過去の取組実績（重症心身障害児者の支援体制整備など）
	

	都道府県市内の重症心身障害児者地域支援における課題
	

	事業内容及び手法
	

	
	ア 地域の重症心身障害児者支援体制構築等に対する間接的支援の内容及び手法
	実施地域
	管内全地域 ・ 管内一部地域（選定した地域：　　　　　　　）

	
	
	支援内容及び手法
	（連携が構築されていない地域への支援）

	
	1 
	
	（一定の連携が構築されている地域への支援）

	
	イ 重症心身障害児者に関わるコーディネーター育成の内容及び手法
	

	
	ウ その他、重症心身障害児者の地域支援体制の整備を広域的に推進するための効果的な取組の内容及び手法　　　　　　　　　　　
	（実施する場合に記載）


別紙３

重症心身障害児者支援体制整備モデル事業所要額内訳書

１　要国庫補助額

	対象経費の支出予定額

(A)
	寄付金その他の収入等

(B)
	差引額

 (C)=(A)-(B)
	基準額

(D)
	国庫補助

基本額

(E)=(C)又は(D)のいずれか低い額
	国庫補助所要額

(F)=(E)×1/2

	円
	円
	円
	円
	円
	千円


２　対象経費の支出予定額の内訳
	区　分
	支出予定額
	積　　算　　内　　訳

	報　酬
賃　金

共済費

諸謝金

旅　費

需用費

　消耗品費

　印刷製本費

役務費

　通信運搬費

委託料

会議費

使用料及び賃借料


	円

	支出目的、単価、人数等が分かるように記載すること。



	合　　計
	円
	


（注）　人件費、諸謝金、旅費を対象とする場合は当該経費の支給基準（都道府県市の内規）を添付すること。
３　寄付金その他の収入等の内訳

	区分
	収入等予定額
	積　算　内　訳

	寄付金

参加費

その他


	円


	

	合　　計
	円
	


４　自治体の予算の措置状況

　　　措置済み　　・　　補正予算（　　月）措置予定
別紙４

事業実施スケジュール表

自治体名：          　　　　　            
	
	平成２８年４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月

	事

業

実

施

内

容
	

	
	１０月
	１１月
	１２月
	平成２９年１月
	２月
	３月

	事

業

実

施

内

容
	


別紙５
委 託 先 団 体 等 の 概 況 書
	団体名
	○○○○　○○○○○○○
	代表者名
	○○○　○○○○

	住所
	〒○○○－○○○○

○○県○○市○○町○○丁目○○番地○○号○○ビル○階
	代表電話
	○○－○○○－○○○○

	団体設立年月日

〔任意団体設立〕
	平成○○年○○月○○日

〔平成○○年○○月○○日〕
	職員数
	○○人（うち常勤○○人）

	会員数
	○○人
	会員資格
	○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

	事業内容
	

	直近過去５年間

の実績等

（重症心身障害児者の地域支援体制構築に係わる活動のみ）

	


　※以下の書類を添付すること。

・法人の定款又は寄付行為
・役員名簿

・平成28年度収入支出予算（見込）書抄本
（記入上の留意事項）

（１）「団体名」「代表者名」

　　　・法人の名称及び代表者名を記入すること。

（２）「住所」「代表電話番号」

　　　・団体の住所、代表電話番号を記入すること。

（３）「団体設立年月日」

　　　　団体を設立する前に、前身団体として任意団体としての活動実績がある法人は、

団体設立年月日とあわせて、任意団体の設立年月日を〔　〕に記入すること。

（４）「職員数」及び「会員数」

　　　・法人の「職員」及び「会員」の人数を記入すること。

　　　　なお、組織上、会員がない場合には、「なし」と記入すること。

（５）「会員資格」

　　　・会員資格は、定款、寄附行為又は規則等に定める内容を記入すること。

なお、会員がない場合には、「なし」と記入すること。

（６）「事業内容」

　　　・記載例にかかわらず、定款、寄附行為又は規則等に定める事業内容を記入すること。

（７）「直近過去５年間の実績等（活動内容）」

　　　・記載例にかかわらず、直近過去５年間（平成23年度以降）の重症心身障害児者の地域支援体制構築に係わる活動内容や実績が具体的にわかるように記入すること。
　　　　

＜事業担当者の連絡先＞


　 〒　　 　　　　　　　　


住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　所属　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　TEL　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　FAX　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　E-mail　　　　　　　　　　　　　　（←携帯電話メールは不可）








